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1) 拙稿「生産価格と再生産表式一一『転化問題』へのー視角一一J， W経済学研究~，第 37巻第 1 号，
関西学院大学， 1983年，および拙稿 iW転化問題』再論ーーリピエッツとパリスの所説をめぐ、って
一一J， W産業と経済~，第 1 巻第 3号，奈良産業大学， 1986年。
2) 純生産可能条件は，ホーキンス=サイモンの定理より [1ー C] のすべての首座小行列が正であるこ
とである。したがって， 1-Cl>0 くかっ 1-Cl十C2>のである。賃金フォンドの前貸を想定する以下
での議論との関係で述べるならば，純生産可能条件は剰余生産物生産条件と同じく， [1ー (C+，Q)]





Xi: i 財の産出量， X = [X1 X2 X8J' 
ﾀi: i 財の価値(価値価格)， A=[ﾀ1 ﾀ2 ﾀ8J 
Pi: i 財の市場価格， p=[ρ1 P2 P8J 
rC1 C2 C81 
Ci: i 財 1 単位を生産するために必要な生産財の量， C=IO 0 01 
LO 0 0) 
li: i財 1 単位を生産するために必要なく直接〉投下労働量， L= [/1 12 18J 
(0 0 0 ?
ω=(0ω0)' :実質賃金率(消費財表示〉バスケット， ωL= !2 =1 ω11 ω12 ω18 1
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1) 高須賀義博『マルクス経済学研究，ß， 1979年，新評論， 90ページの表に倣って作成した。












商品の価値は A=CA+L と定義されるから，各商品の価値の集合を表す価値体系は A=L
(l-C)一1 となる。したがって，価値んん，んは，連立方程式






















また，剰余価値率 e は e= (1- ωÀ 2)/ωんと定義されるから， (2)を用いて書換えると
e= l-c1 -




1 ) 投入係数はすべて正であり，純生産可能条件が充たされているからl-c1>O である。したがって価
値 ).1 ・ ).2 ・ ).8 はすべて正である。
1-c1一ωl2+ C1ωl2ー C2ωII
2) (2)式を整理すれば e= となるが，剰余生産物生産条件が充たされているωl2(1- C1) +C2ωIl 1 




r,= _eω11 ).2=1 噌
一.
~ C1).1 +ω11 ).2 C1 +ω12十 C2ω11 一 C1ω12
r.= _eω12).2 _ C2/2 ー c1/2 +/2 -
2-C2).1 +ω12).2 c2/1 +ω12 (c2/1 ー c1/2+ 12) 
r.= _eω18 ).2 c818 -c1/3 + 18 -a-cJ1+ω13 ).2 -cg/1 +ωIg (cg/1 ー c1/2+ 12) 
また平均利潤率 r は
である。
eA.QX AX ~ r= .__ _,_.= ー・
A(C+.Q)X A(C+.Q)X -
Jt" leω11).2+ X2eω12).2 + xgeω18 ).2 
X1 (C1).1 +ω11).2) + X2 (C2).1 十ω12).2)+ X3 (Cg).1 +ω18).2) 
X1).1 + X2).2 + Xg).S 唱





ところで，純生産物はX-CX= (l-C)X であり，その価値は A(l-C)Xである。 A(l-C)=
L であるから，純生産物の価値は直接投下労働量LXに等しくなる。
市場価格体系
各財の生産部門の利潤率をそれぞれ吋(i=1 :生産財， i=2: 消費財， i=3: 著修財〉とす
れば，市場価格体系は
(1 +rü(cJh+ωItP2) =ﾞ1 
(1+時)(CzP1 +ω12P2) =ﾞ2 
(1 +rD(cgﾞ1 +ωIgP2) =ﾞ8 
である。このとき平均利潤率九は，







均等利潤率をげ，それを成立させる(市場〉価格を必 (i=l :生産財， i=2: 消費財， i=3 
:奪修財〉とすれば，生産価格体系は




(l + r*) (CIPﾎ +ω11pD=pÎ 
(1+げ) (C2PÎ+ ω12pD=p"t. 
(1+什) (caPÎ+ωlaPD=Pき
である。回問より，

















3 - (Cl +ω12)+ゾ花石二-(1)1'2)2+ 4c2ω11}







的』生産物……は体系の決定になんの役割もはたさなL 、。その役割は純粋に受動的である。J (Piero 
Sraffa, Production 01 Commodities by means 01 Commodities: Prelude to a Critigue, 01 
Economic Theory , Cambridge at the University Press, 1960, p_ 7. スラップァ p. ， 11商品によ
る商品の生産~，菱山泉・山下博訳，有斐閣， 1962年， 11ベージ。〉
2) 生産価格体系 P* は投入係数行列 C+ のフロベニウスベグトルである。また投入係数行列 C+ の
フロベニウス根を p とすれば，均等利潤率刊は(1/ρ)-1 である。したがって生産価格体系は，価
格比が ρ?: ば:月=1: [ω，12- cl + 、/ {(cl ー ω12)2十 4C2ω11J /2ω11 : [2cgll +ω121a- cl1a +18 .,1 {(Clーω12)2+
五五五) ]/([(Cl+ wI2)+ .,1 {(Cl ーω12)2+ 4C2ω11)}]11) となる。他方，フロベニウス根 p は P=[(Cl + ωJ2)
























PX = る Pt(C+.Q) 但し， P1=A (瑚Pt(C+.Q)X 
である。マルクスの「価値の生産価格への転化」のアルゴリズムは倒式で示される反復計算に
あったのであるが， w資本論』においては， P1 =A と置いて一回だけの計算を行うという一次
接近しか行われていないのである。










これ以上詳しくこの点に立ち入ることは，必要ではない。J (K. マルクス， r資本論j，第三巻，岩波
文庫1969-70年版，第 6 分冊， 257-8ページ。〉




解 P* に転換する操作である。その場合，収束値である生産価格体系 P永は投入係数行列 C+D
のフロベニウス(行〉ベクトノレになり，均等利潤率げは，投入係数行列 C+D のフロベニウ
ス根を p とすれば，戸= (l/p)-l となることが明らかにされている。
この均等利潤率戸は，生産価格体系 p* における平均利潤率でもあるから，什= {P*X-p* 












+D)X*} ー l と均等利潤率〆= {P*X*/P*(C+D)Xり} -1 とが等しくなる。言うまでもなく，
この利潤率の値は先の凶式で与えられたものと同一であって，審修財部門の投入係数とは一切
無関係であり，投入係数行列 (C+β〉のフロベニウス根を p とすれば，げニ(l/p)-l である。
また標準体系 X* は投入係数行列 (C+β〉のフロベニウス(列〉ベクトルである。このフロベ




ノiMarx の『転形』手続きの収束性J， 11季刊理論経済学11，第24巻，第 2 号， 1973年。両論文とも置塩
信雄， 11マルクス経済学価値と価格の理論11 ， 1977年，筑摩書房，に収録されている。
1 ) 論のたて方は異なるが，置塩，前掲書， 228-9ページにも同様の指摘がみられる。
2) Sraffa, 0ρ. cit. , p. 22. 邦訳36ページ。
3 ) Morisima, M. & Seton, F.,“Aggregation in Leontief Matrix and the Labour Theory of 
Valueぺ Econometrica， Vol. 29, No.2, 1961. Morisima, M.,“Marx in the Light of Modern 
EconomicTheoryぺ Econometrica， Vol. 42, No.4, 1974. Morisima, M. , Marx's Economics: A 
Dual Theory 01 Value and Grouth, Cambridge at the University Press, 1973，高須賀義博訳
『マルクスの経済学一一価値と成長の二重の理論11，東洋経済新報社， 1974年。 Morisima， M. & 
Catephores, G. , Value, Ex?oitation and Growth: Marx in the Light 01 Modern Economic 











Ps+1= z (PaC+Q> 但し， P1=A 阻}Pt(C+Q)X* 

























1) Morisima, M. & Catephores, G. ibid. p. 162，邦訳， 211ベージ。








X1 {(1+rﾜ(cJh +ωI1P2)} =X1P1 凶








(1 +π)C1X1 + (1 +π2)C2X2=Xl1 
したがって
1+π1-ユー-~ .~(1 +π2) 
c1 C1 X1 
消費財(賃金財〉については
(1 +π1)ω11x1 + (1 +π2)ω12x2 =X2 
したがって，










凶式と闘式から生産財産業の蓄積率引および消費財産業の蓄積率 h と数量体系 (X2/X1)= 
z との関係を求めると，
C1Xーω12 唱
π1- C2ω11- Clω12 -1 
- C1X+ ω11 噌





{(C2/1- C1 /2) (1 + π 1) -/2} {ω (c1/2 -c211) (1 +π2) -c1} = c211 四)
という関係があることが解る。さらに，凶式に(27)凶式を代入して整理すれば，市場価格有体;系
(P1/ﾞ2) =ρ と数量体系 (X2/X1)=X のあいだには，
iう c2ωI1 -C1X




(1 +rf)(C1p1 +ωI1Þ2) =ﾞ 1 
(l + rD (CzP1 +ω12Þ2) =ﾞ 2 
であるから，生産財生産部門の利潤率 rf と市場価格体系 cPJp2)=Þ との聞には長
戸 1 -1 1 一 ωI1Þ+C1 (31), 
消費財生産部門の利潤率 rZ と市場価格体系 CÞ1/P2) =企との間には，
ゐ ρ 唱
n 一一一一一一一一一一一 12ωIzP +c2 ム (32) 
とし、う関係がある。
ここで闘に側を代入して整理すれば，
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1 ) 図 I は，生産財生産部門の資本一労働比率が消費財生産部門の資本労働比率よりも高い {(cd111>
{cdI21) と仮定して描かれている。したがって， C1ω12- c2ω11>0 であり，聞は X=(XdX1) の単調減
少関数である。また闘は，
J押ー ωlt(C1ω12- c2ω11 ) 一~= ...."1'..1....":: "';:"-<1111/ >0 
dくそ乞) {~.2(Clω12- c2ω11 ) )2 
"'1 "'1 
であるから， X=(X2/X1) の単調増加関数である(但し (X2/Xl キ 0)。そして倒は，明らかに， ρ=
(ρz/ρ1) キ( -Cdw11) のとき ρ=(ρz/ρ1) の単調減少関数であり，聞は，
~=守 >0
d(毛主) (w12 ・ ζ三 +C2)2
正'1 正ノ 1
であるから ρ=(ρ2/ρ1) の単調増加関数でる(但し {pz/.ρ1} キ {-cdω11})。また，側式は (π1+ 1)=
Id(cl12- c21 1) および (π2+ 1)=Cl/ω(Cl12- C211) を漸近線とする直角双曲線となる。最後に倒式は，
















I N'、 2 N' 
c， c.卜竺) -2c.ω1， . こ主+ω2/， 1.
fn=k X11 - - X1 --
p I N'、 2










グ-------------------ν1 A<1 ..1, '"1 -1 




ば図 E のようになる。一見して明らかなように，これら 4 つの式を表わす曲線がE点において
交わっている。 E 点は生産財生産部門の利潤率，消費財生産部門の利潤率，市場価格タームの























































OOOJlO 0 0 
また実質賃金率を ω=0.1 とすれば
[C C1760204 
ω11ω12ω13 1 10.5 0.3 0.4 
o 0 0 J lO 0 0 
である。このとき生産財の価値ん消費財の価値ん著修財の価値んはそぞれ
ﾀ1={lj(1-0.6)} x5=12.5 
ﾀ2=0.2x {1/(1-0.6)} x5+3=5.5 
ﾀ8=0.4x {lj(1-0.6)} x5+4=9 
である。また剰余価値率 e は





ω11ωlら2J lO.5 0.3 
1) rある商品が(直接的であるか間接的であるかを問わず)すべての商品の生産にはいるかどうか，
これがその判定基準である。そのような商品を基礎的生産物とよび，そうでない商品を非基礎的生産
物とよぼう。J (Sraffa, 0ρ. cit, p. 8. 邦訳12ページ。〉
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のフロベニウス根およびフロベニウスベクトノレは，それぞれ 0.8， (ρ1'PD=(5n 2n) , (xixD'= 
(n n)' であるから，均等利潤率は25%，生産価格は価格比比:民=5: 2，数量体系は産出比




数値例では単純再生産は産出比が生産財:消費財:者修財=2: 2: 1 という生産体系である。
たとえば，生産財を10単位，消費財を10単位，著修財を 5 単位生産するものとしよう。投入さ
れた生産財産業で、0.6x10，消費財産業で0.2x10，宥修財産業で 0.4x 5 の合計10単位であり，
生産された生産財は総て消耗生産財の補填に向けられる。消費された賃金財=(消費財)は生
産財産業で 0.5x10，消費財産業で 0.3x10，著修財産業で 0.4.x 5 の合計10単位であり，生産
された消費財は総て消費されている。
著修財については少し面倒である。いま生産財の価格を 5 円，消費財の価格を 2 円としよう。
これは 2 部門の場合の生産価格である。したがって生産財生産部門と消費財生産部門には25%
の均等利潤率が成立することになる。このことを計算によって確かめてみる。
生産財生産部門は，生産財 0.6x 10x 5円 =30円と賃金0.5x10x2円 =10円を投入して10x5 
円 =50円を産出している。したがって利潤は10円であり，利潤率は25%である。消費財生産部
門は，生産財0.2x10x5円 =10円と消費財0.3x 10 x 2円 =6円を投入して10x 2円 =20円を産出
している。したがって利潤は 4 円であり，利潤率は25%である。
他方，者修財産業は生産財 0.4x5x5円 =10円と消費財 0.4x 5 x 2円ニ4円の合計14円を投入
して25%の利潤率をもたらす (1+0. 25) x 14=17.5円を産出するものとしよう。利潤は 3.5円
である。このとき者修財の価格は17.5-;-.5=3.5円である。各産業の利潤の合計は10円 +4 円十
3.5円 =17.5円であるから，生産された審修財も総て消費されることになる。すなわち生産財
生産部門の資本家によって(10円 -;-.3.5円〉単位，消費財生産部門の資本家によって (4 円÷




生産財生産門: 10 x (1 +0. 25) x (0.6 x 5 x 0.1x 2) = 10 x 5 
消費財生産門: 10 x (1 +0. 25) x (0.2 x 5+3 x 0.1 x 2) =10'x 2 
著修財生産門: 5 x (l+0. 25) x (0.4 x 5+4'x 0.1 x 2) =5 x 3.5 
である。
この数量体系を価値価格で集計すれば，




奪修財生産門: {5 x O.4 x 12.5 +4 x 0.1 x 5.5 + (9/11) x 4 x 0.1x 5.5} =5 x 9 
となる。
ここで価値タームの平均利潤率を求めてみる。投下総資本は10x(0.6x 12.5+5xO.l x5.5) 
+ 10 x (0.2 x 12.5+3 x 0.1 x 5.5) +5 x (0.4 x 12. 5+4x 0.1 x 5.5)=180であり，利潤総額は
(9/11) x 5.x 0.1 x 5.5+ (9/11) x 3 x 0.1x 5.5+ (9/11) x 4 xO.l x 5.5=45であるから，価値タ
ームの平均利潤率は25%である。これは生産価格体系における均等利潤率に等しい。したがっ
て， (規準化を行えば)総計一致の 2 命題は同時に成立するのである。これは生産財と消費財
という「基礎的生産物」の生産部門だけについても成立する。
本稿で検討した 2 部門モデルは利潤からの蓄積率が100%のケースであれ 3 部門モデルは
利潤からの蓄積率が 0%のケースである。その結果 2部門モデルの成長率は25%， 3 部門モデ














しいということをさまたげない。と L 、うのは， ..・ H・そのような産業がしているとか欠如しているとか
いうことは，価格と利潤率との決定になんらの差異ももたらさなL 、からである。」びbid. p. 25. 邦訳，
42-3ページ。〉
